
令和4年度　第２期尾鷲市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る事業実施結果報告　（重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

現状値
（R2）

目標値
（Ｒ8）

単位
実績値
（R4）

実績値/目
標値

記入担当課名

指標① 0 246 人 -28 -11% 政策調整課

指標② 1.58 1.82 人 1.58 87% 福祉保健課

重要業績評価指数
（KPI)

説明
現状値
基準値
（R2）

目標値
（Ｒ8）

単位
実績値
（R4）

実績値/
目標値

KPIの達成度が50％以下
の場合は、その理由

事業効果 事業名称
決算額
（千円）

地方創生
推進交付
金対象額
（千円）

今後の方針 今後の方針の理由

１　稼ぐまちをつくるとおもに、安心して働けるようにする
指標① 就業者数（市内在住） 市税概要 5,879 6,028 人 5,661 94% 税務課

指標② 一人当たり市民所得 市税概要 2,761 2,931 千円 2,913 99% 税務課

指標① 耕作放棄地面積

以前耕作していた土地で、過去１年以上作物を
作付け（栽培）をせず、この数年の間に再び作
付け（栽培）する意思のない土地。耕地面積
2,300a（H27農林業センサス）

1,695 1,598 ａ 1,681 14%

計画的に耕作放棄地面積を減
少させていく予定であるため 地方創生に効果が

あった

一般振興事業
みどりの食料システム戦略緊
急対策事業

5,058 0 水産農林課

指標② 農業経営体数
農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作
業を行い、一定の条件を満たすもの

21 23 経営体 21 91%
地方創生に効果が
あった

一般振興事業
みどりの食料システム戦略緊
急対策事業

5,058 0 水産農林課

指標③ 農業産出額
市区町村別の品目ごとの年間生産数量に品目
ごとの農家庭先販売価格を乗じたもの

90,000 100,000 千円 70,000 70%
地方創生に効果が
あった

一般振興事業
みどりの食料システム戦略緊
急対策事業

5,058 0 水産農林課

指標① 農業経営体数
農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作
業を行い、一定の条件を満たすもの

21 23 経営体 21 91%
地方創生に効果が
あった

一般振興事業
みどりの食料システム戦略緊
急対策事業

5,058 0 水産農林課

指標② 農業産出額
市区町村別の品目ごとの年間生産数量に品目
ごとの農家庭先販売価格を乗じたもの

90,000 100,000 千円 70,000 70%
地方創生に効果が
あった

一般振興事業
みどりの食料システム戦略緊
急対策事業

5,058 0 水産農林課

指標③ 対象鳥獣捕獲頭数

尾鷲市鳥獣被害防止計画において過去の被害
と捕獲実績から対象鳥獣による森林被害・生活
被害が多くみられるため、これらの被害軽減を
目的として設定したもの

790 790 頭 410 52%
地方創生に効果が
あった

有害鳥獣対策事業 4,656 0 水産農林課

③ 農地の保全と有効
活用（第７次総計３－
１農業③） 指標① 耕作放棄地面積

以前耕作していた土地で、過去１年以上作物を
作付け（栽培）をせず、この数年の間に再び作
付け（栽培）する意思のない土地。耕地面積
2,300a（H27農林業センサス）

1,695 1,598 ａ 1,681 14%

計画的に耕作放棄地面積を減
少させていく予定であるため 地方創生に効果が

あった
農業委員会 2,054 0

①事業が効果的であっ
たことから取組の追加
等更に発展させる

農地パトロールを強化し、耕作予定のない遊休農地の情報を発信する「農
地バンク」の設置や、有機農業を体験できる場づくりなど、有機農産地づくり
の取組に連動し展開していく。

水産農林課

指標①
森林環境譲与税による団
地化及び間伐面積

市の民間所有人工林約6,500ｈａの内、経営管
理されていない森林を区域毎に団地化し、間伐
を実施する。

0 100 ｈａ 25 25%

計画的に、対象地域の拡大を目
指していく予定であるため。 地方創生に効果が

あった
森林経営管理事業 16,934 0 水産農林課

指標②
尾鷲産材活用促進補助
金申請件数

地域産材を使用して新築又は増改築を行った
住宅の内、尾鷲産材活用事業補助金を活用さ
れた件数

0 2 件 4 200%
地方創生に効果が
あった

木材需要拡大事業 2,517 0 水産農林課

指標③ パートナーシップ協定数
木育（教育）を通じて、都市部の企業・団体との
連携を目指す。

0 3 団体 0 0%

R8の目標達成に向けて取り組
んでいく 地方創生に効果が

あった
林業活性化推進費 830 0 水産農林課

指標① 市有林の管理面積
市有林のうちの経済林、約1,000haにおける、間
伐等の施業面積

20 200
ｈａ

（累計）
64 32%

目標値が累計のため、Ｒ８年度
には目標地に到達予定である。 地方創生に効果が

あった
市有林管理事業 5,362 0 水産農林課

指標② 林道橋数
尾鷲市管理の林道30路線における、39の橋梁
のうち修繕を行う林道橋の数

0 5 橋 5 100%
地方創生に効果が
あった

農山漁村地域整備交付金 36,617 0 水産農林課

指標① Ｊクレジット認証取得面積
地球温暖化対策のための森林による吸収量認
証制度

0 90 ｈａ 0 0%

Ｊクレジット認証取得に向け、今
年度登録予定である。 地方創生に効果が

あった
みんなの森プロジェクト事業 44,446 0 水産農林課

指標②
受託造林管理事業におけ
る作業道開設距離

車輛系による、利用間伐の推進を図るための、
作業道の開設

0 4,900
ｍ

（累計）
1,962 40%

目標値が累計のため、Ｒ８年度
には目標地に到達予定である。 地方創生に効果が

あった
受託造林管理事業 32,604 0 水産農林課

⑦ 水産業の担い手
の確保・後継者対策
（第７次総計３－３水
産①）
水産業の安定経営に
向けた支援（第７次総
計３－３水産②）

指標① 新規漁業就業者数
漁業体験教室などを受講し、新たに漁業へ就業
した累計数

4 9 人 6 67%
地方創生に相当程
度効果があった

後継者育成 99 0
③特に見直しをせず
事業を継続する

引き続き関係機関と連携しながら、漁業体験等を通じて新規漁業就業者の
受け入れを図っていく。

水産農林課

指標①
漁業総生産量の三重県に
占める割合

水産業が持続できるまちを目指すために、漁業
総生産量の三重県に占める割合を設定。減少
傾向で推移していますが、水産資源の保護・増
大や後継者育成等に取り組むことで、現状値を
目標として設定。

2.6 2.6 ％ 3.1 119%
地方創生に効果が
あった

水産振興費 21,395 0 水産農林課

指標②
尾鷲湾６箇所、賀田湾８
箇所の水質調査

尾鷲湾・賀田湾の水質調査を各箇所、毎月1
回、年12回実施しデータを公表。

24 24 回 24 100%
地方創生に効果が
あった

漁場の管理保全
（水質調査事業）

408 0 水産農林課

指標③
調理体験の実施（市内中
学校生徒）

尾鷲中3年生、3クラス（アジ）、輪内中全学年、3
クラス×2回（アジ・カツオ）開催により計9クラス
とする。※基準値R2は新型コロナウイルス感染
症の影響により未実施のため、H30の実績値と
する。

7 9 クラス 6 67%
地方創生に効果が
あった

水産物普及啓発事業
（料理教室）

48 0 水産農林課

指標④
ヒラメ種苗放流・アオリイ
カ産卵床づくり体験教室
及び学習会の実施

ヒラメ種苗放流1校、アオリイカ産卵床づくり体験
教室及び学習会2校の開催により計3回とする。
※基準値R2は新型コロナウイルス感染症の影
響により未実施のため、R1の実績値とする。

3 3 回 3 100%
地方創生に効果が
あった

つくり育てる漁業の展開
種苗放流体験、尾鷲ヒノキ製
アオリイカ産卵床事業

212 0 水産農林課

指標⑤ 市管理漁港数
市管理漁港8漁港のうち改修が必要とされた5漁
港に対しての事業完了数

2 4 漁港 2 50%

計画的に改修を進めている
ため 地方創生に効果が

あった
水産物供給基盤機能保全事
業

568,087 0 水産農林課

⑤ 林業の安定経営
に向けた支援（第７次
総計３－２林業②）
林業を支える施設・基
盤整備（第７次総計３
－２林業④）

（１）　まちの特性に応
じた、生産性が高く、
稼ぐまちの実現 中山間地域で農業生産性が低い本市において、「緑の食料システム緊急対

策事業」により有機農産地づくりを推進し、農作物の付加価値を向上と新た
なオーガニック市場への販路拡大に取り組んでおり、国の補助を活用し引
き続き有機農業を推進していく。
また、地域農業の担い手づくりのきっかけとして、地域おこし協力隊を積極
的に導入していく。

①農業の担い手の確
保・後継者対策（第７
次総計３－１農業①）
農業を支える施設・基
盤整備（第７次総計３
－１農業④）

③特に見直しをせず事
業を継続する

計画に沿って、実施していく。

記入担当課名

計画に沿って、実施していく。（市有林管理事業）
令和4年度に林道橋長寿命化修繕計画を策定し、従前から進めている林道
橋の長寿命化修繕工事と併せて、利用頻度及び市有林、民間との森林施
業等を協議するなどして、安心安全な林道橋の整備に努める（農山漁村地
域整備交付金）

③特に見直しをせず事
業を継続する

③特に見直しをせず事
業を継続する

計画に沿って、実施していく。

漁業資源の維持、増大に必要な生産基盤の管理等に努めていく。
漁港改修については、利用者である漁業者や、みえ外湾漁協と情報共有に
努め、利用しやすいように維持補修、改修を国、三重県と協議し予算要望を
毎年継続して行うなど、引き続き市管理漁港の改修工事を進めていく。

KPIに影響する主な事業

② 農業の安定経営
に向けた支援（第７次
総計３－１農業②）

実績値を踏まえた取組項目（小）の今後の方針について

④ 林業の担い手の
確保・後継者対策（第
７次総計３－２林業
①）

①事業が効果的であっ
たことから取組の追加
等更に発展させる

中山間地域で農業生産性が低い本市において、「緑の食料システム緊急対
策事業」により有機農産地づくりを推進し、農作物の付加価値を向上と新た
なオーガニック市場への販路拡大に取り組んでおり、国の補助を活用し引
き続き有機農業を推進していく。
また、農作物への被害が拡大している鳥獣害対策については、豚熱の影響
により「イノシシ」の個体数が減少していることから、捕獲頭数は減少してい
るが、尾鷲市獣害対策協議会による、大型捕獲檻によるサル群の捕獲など
新たな獣害対策に取り組む。

≪総合的な指標≫

合計特殊出生率

尾鷲市人口の社会減少抑制数

重要業績評価指数
（KPI)

基本目標 取組項目（中） 取組項目（小）

重要業績評価指標（KPI）の現状値と目標値 実績値及び事業効果

①事業が効果的であっ
たことから取組の追加
等更に発展させる

③特に見直しをせず
事業を継続する

⑥ 森林の保全と有効
活用（第７次総計３－
２林業③）

⑧ 水産資源の保護・
増大と魅力ある漁村
づくり（第７次総計３－
３水産③）
水産基盤の整備・保
全（第７次総計３－３
水産④）
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現状値
（R2）

目標値
（Ｒ8）

単位
実績値
（R4）

実績値/目
標値

記入担当課名

指標① 0 246 人 -28 -11% 政策調整課

指標② 1.58 1.82 人 1.58 87% 福祉保健課

重要業績評価指数
（KPI)

説明
現状値
基準値
（R2）

目標値
（Ｒ8）

単位
実績値
（R4）

実績値/
目標値

KPIの達成度が50％以下
の場合は、その理由

事業効果 事業名称
決算額
（千円）

地方創生
推進交付
金対象額
（千円）

今後の方針 今後の方針の理由

記入担当課名

KPIに影響する主な事業 実績値を踏まえた取組項目（小）の今後の方針について

≪総合的な指標≫

合計特殊出生率

尾鷲市人口の社会減少抑制数

重要業績評価指数
（KPI)

基本目標 取組項目（中） 取組項目（小）

重要業績評価指標（KPI）の現状値と目標値 実績値及び事業効果

指標① 有効求人倍率
厚生労働省が発表する有効求職者数に対する
有効求人数の割合で、雇用動向を示す指標

1.41 1.55 倍 2.05 132%
地方創生に相当程
度効果があった

商工振興事業 301,449 0 商工観光課

指標② 販路開拓事業者数
新商品の開発や既存商品の磨き上げなど販路
開拓事業を実施する事業者数

0 9 事業者 14 156%
地方創生に効果が
あった

商工振興事業 301,449 0 商工観光課

指標③ Ｅ Ｃ サイトでの販売数
インターネットを活用し新商品や磨き上げ商品
の販売数

0 30 品 33 110%
地方創生に効果が
あった

商工振興事業 301,449 0 商工観光課

指標④
創業支援融資助成事業
利用事業者数

創業時に必要な資金の負担を軽減する補助金
を活用する事業者数

3 4 事業者 4 100%
地方創生に効果が
あった

商工振興事業 301,449 0 商工観光課

指標① 販路開拓事業者数
新商品の開発や既存商品の磨き上げなど販路
開拓事業を実施する事業者数

0 9 事業者 14 156%
地方創生に相当程
度効果があった

産業開発事業 6,013 4,216 商工観光課

指標② Ｅ Ｃ サイトでの販売数
インターネットを活用し新商品や磨き上げ商品
の販売数

0 30 品 33 110%
地方創生に効果が
あった

産業開発事業 6,013 4,216 商工観光課

⑪ みえ尾鷲海洋深
層水の安定分水及び
利用促進（第７次総
計３－４商工③）

指標① 使用料収入 みえ尾鷲海洋深層水の使用料収入 1,687 2,230 千円 2332 105%
地方創生に相当程
度効果があった

海洋深層水推進事業 16,193 0

①事業が効果的で
あったことから取組の
追加等更に発展させ
る

利用者の増加に向けた販路拡大事業の実施やPRの実施、企業へのアプ
ローチや通信販売事業等の推進を行っていく。

商工観光課

① ＵＪＩターンの推進
（第７次総計３－６移
住・定住②）

指標①
定住移住相談窓口での相
談・問い合わせ件数

「空き家バンク」を通じて行う交渉件数 4,922 8,500 件 6565 77%
地方創生に効果が
あった

空き家バンク利用促進助成金 1,228 0 政策調整課

② 地域おこし協力隊
などの外部人材の活
用促進（第７次総計３
－６移住・定住③）

指標①
外部人材によるコミュニィ
ビジネスの事業化

地域おこし協力隊員の退任後の起業数 3 8 件 1 13%

起業を目的に移住してきたも
のの、地域性や他業者との
関連から実現が困難である
ため

地方創生に効果が
あった

地域おこし協力隊起業支援補
助金

1,000 0 政策調整課

２　繋がりを築き、新しいひとの流れをつくる

指標① 転入者数
住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世
帯数

440 465 人 486 105% 市民サービス課

① 移住・定住情報の
発信（第７次総計３－
６移住・定住①）

指標①
定住移住に係る行政窓口
を活用した定住移住者数

「空き家バンク」を活用した移住者数 360 660 人 461 70%
地方創生に効果が
あった

移住者支援補助金 1,000 0
③特に見直しをせず
事業を継続する

地域おこし協力隊に空き家バンクの運営を委嘱しているが、限られた任期
の中で運営の継続に向けて、体制について諸課題を解決していく。

政策調整課

② ＵＪＩターンの推進
（第７次総計３－６移
住・定住②）

指標① 奨学金貸与者免除数 奨学金貸与者のうち、免除制度を利用した人数 3 5 人 3 60%
地方創生に効果が
あった

奨学資金貸付事業 4,106 0
③特に見直しをせず
事業を継続する

引き続き事業の周知を進めていく 教育総務課

指標①

「尾鷲高校まちいく」で故
郷に住み続けたい、いつ
かは戻りたいと答えた割
合

高校生に地域が抱える課題をミッションとして課
題解決策を考えるプログラムを実施

90 100 ％ 56 56%
地方創生に効果が
あった

まちいく負担金 50 0
政策調整課

教育総務課

指標② 学校生活満足度
児童生徒の学校生活のアンケートにおいて、学
校の生活に満足しているかを表した数値

92 93 ％ 88.3 95%
地方創生に効果が
あった

子どもの学びと育ち育成支援
事業

776 0
政策調整課

教育総務課

① 関係人口の拡大
（第７次総計３－７関
係人口①）

指標①
クラウドソーシング実施回
数

NPOとともに行う実施事業数 0 8 件 3 38%

関係人口づくりを目的とした
NPO団体数が少ないため 地方創生に効果が

あった
移住交流サイト使用料 1,056 0

②事業内容の見直し
（改善）を行う（また
は、行った）

関係人口づくりを広げるために、ふるさと納税感謝企画や東京おわせ会、移
住相談会、移住交流サイトを活用して交流を増やしていく。

政策調整課

② 外部人材と交流推
進（第７次総計３－７
関係人口①）

指標② 外部人材との交流会
市、NPO、地域、移住者などとともに行う関係案
内所が実施事業として行う交流会イベント

0 8 件 2 25%

新型コロナウイルスの影響も
あり、イベントを制限していた
ため

地方創生に効果が
あった

地域と多様な関わり創出事業 2,000 2,000
②事業内容の見直し
（改善）を行う（また
は、行った）

アフターコロナの中で移住者が住みやすい環境づくりを目指したイベントを
企画、実施していく

政策調整課

指標① 企業版ふるさと納税件数
地方創生応援税制を活用した企業からの寄附
の累計数

1 11 件 6 55%
地方創生に効果が
あった

企業版ふるさと納税寄付額 41,746 0 政策調整課

指標②
対象事業として周知する
具体的事業

市HPで対象事業として掲載した事業の数の累
計数

0 20 件 1 5%

目標値が令和8年度までの累計
置であり、積み上げ年数が少な
いため

地方創生に効果が
あった

企業版ふるさと納税寄付額 41,746 0 政策調整課

３　結婚・出産・子育ての希望をかなえる

指標① 子育て支援の満足度 尾鷲市まちづくりに関するアンケート調査 2.85 3.00 ポイント 2.81 94% 政策調整課

指標② 地域医療体制の満足度 尾鷲市まちづくりに関するアンケート調査 2.51 2.60 ポイント 2.21 85% 政策調整課

指標①
子育てサポーター新規養
成数

子育てサポーター養成講座の新規受講者数 0 10 人増 0 0%

コロナ禍により感染症予防
対策のため未実施 地方創生に効果が

なかった
子育てサポーター養成事業 － 0 福祉保健課

指標②
産前産後サポート事業実
施回数

妊産婦の孤立を防ぐための交流及び、妊娠・子
育てに係る相談事業

0 12 回／年間 0 0%

コロナ禍により感染症予防
対策のため未実施 地方創生に効果が

なかった
妊産婦への相談事業 － 0 福祉保健課

指標①
ファミリーサポートセン
ター事業新規養成者数(
累計)

新規の援助会員を養成し、援助会員を増やすこ
とで事業の充実につなげます。

0 13 人 3 23%

令和8年度までの累計を目
標値にあげており、R4年度
は1年目であるため。

地方創生に効果が
あった

ファミリーサポートセンター事
業

48 0 福祉保健課

指標②
未就園の３歳未満の地域
子育て支援センターの利
用率

未就園の子どもがいる世帯のより多くの利用を
目指します。

13 40 ％ 29.4 74%

未就園の3歳未満の子育て
世帯の居場所のひとつと
なっている。

地方創生に効果が
あった

地域子育て支援センター事業 8,398 0 福祉保健課

指標③
活動している子育て支援
団体数

市全体で子育てを支援することを目指します。 0 3 団体 2 67%

子育て支援を行う団体への補助
金を創出したことにより地域で
子育てを支援する団体の活動
がしやすくなっている。

地方創生に非常に
効果的であった

子育て団体活動支援事業 235 0 福祉保健課

企業版ふるさと納税については、基金を設置し、寄附を受け入れる体制を
整えているが、寄附をいただきたい事業のＰＲが弱いため、効果的な周知方
法を検討し、実施していく。

③特に見直しをせず事
業を継続する

② 地域で支え合う子
育てと子どもの居場
所づくり（第７次総計１
－１子育て②）

①事業が効果的であっ
たことから取組の追加
等更に発展させる

（１）移住・定着の推
進

③ 市民の郷土への
愛着・誇りの醸成（第
７次総計３－６移住・
定住④）
地域に開かれた学校
づくり（第７次総計４－
１学校教育②）

③特に見直しをせず事
業を継続する

・現在の子育てサポーター活動をより充実させていくために、新たに子育て
サポーターを養成するための講座を令和５年度に開催する。
・伴走型相談支援事業などを活用して、身近に相談する人がいなかったり、
不安感が強かったりする妊産婦を対象にした相談事業を令和５年度から実
施する。

①事業が効果的で
あったことから取組の
追加等更に発展させ
る

①事業が効果的であっ
たことから取組の追加
等更に発展させる

⑩ 販路拡大・企業誘
致の促進（第７次総
計３－４商工②）

⑨ 地域商工業の振
興（第７次総計３－４
商工①）

引き続き、中小企業経営の強化支援を図り、経営支援などにより地域経済
の活性化を図る。

地域で支えあう子育てと子どもの居場所づくりを推進するためには①②③
のＫＰＩの目標値の達成に向けて継続して取り組む

（２）繋がりの構築

③ 企業版ふるさと納
税制度の活用（第７
次総計３－７関係人
口③）

【政策調整課】
地元の生徒高校２年生を対象に地域が抱える課題をミッションとして与え、
課題の解決策を考えるプログラムであるが、例年現況に合ったミッションを
つくり継続していく。地元に対する思いへのアンケートも質問項目を増やして
いく。
【教育総務課】
引き続き児童生徒の学校生活満足度を高めるよう学校運営に努める。

これまでに行ってきた事業を拡大し、産官学金労等の多様な主体の連携に
より、地域産業の振興を図る。

②事業内容の見直し
（改善）を行う（または、
行った）

地域おこし協力隊の退任後の定住率や起業数をあげるためにも、各隊員の
ミッションを通じて地域を活性化できる事業を地区の住民にも意見を聞きな
がら職員と共に考えていく。毎月の定例会等を行い、随時連絡をとりあい、
日々のサポートを強化していく。途中退任や孤立を防ぐためにも協力隊OB・
OGにも協力やアドバイスを提言してもらう。

① 妊娠・出産・育児
までの包括的な支援
（第７次総計１－１子
育て①）

②事業内容の見直し
（改善）を行う（または、
行った）

（２）安心して働ける環
境の実現

（１） 結婚・出産・子育
てしやすい環境の整
備
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令和4年度　第２期尾鷲市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る事業実施結果報告　（重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

現状値
（R2）

目標値
（Ｒ8）

単位
実績値
（R4）

実績値/目
標値

記入担当課名

指標① 0 246 人 -28 -11% 政策調整課

指標② 1.58 1.82 人 1.58 87% 福祉保健課

重要業績評価指数
（KPI)

説明
現状値
基準値
（R2）

目標値
（Ｒ8）

単位
実績値
（R4）

実績値/
目標値

KPIの達成度が50％以下
の場合は、その理由

事業効果 事業名称
決算額
（千円）

地方創生
推進交付
金対象額
（千円）

今後の方針 今後の方針の理由

記入担当課名

KPIに影響する主な事業 実績値を踏まえた取組項目（小）の今後の方針について

≪総合的な指標≫

合計特殊出生率

尾鷲市人口の社会減少抑制数

重要業績評価指数
（KPI)

基本目標 取組項目（中） 取組項目（小）

重要業績評価指標（KPI）の現状値と目標値 実績値及び事業効果

③ 子育て情報の発
信強化・PR（第７次総
計１－１子育て③）

指標①
子育て支援情報冊子認知
度

1歳6か月児健診時における冊子認知度 83.4 100 ％ 74.2 74%
地方創生に効果が
あった

乳幼児全戸訪問 50 0
③特に見直しをせず
事業を継続する

尾鷲市が実施する子育て支援サービスが網羅された冊子として、妊娠期か
ら子育て期において必要な情報を提供する手段として有効であるため。

福祉保健課

指標① おわせっ子講座数 おわせっ子講座の回数 42 50 回 55 110%
地方創生に効果が
あった

地域人材を活かした子育て
HAPPY事業

1,421 0 生涯学習課

指標②
ボランティアで活動した延
べ人数

おわせっ子講座で活動したボランティアの数 86 100 人 81 81%
地方創生に効果が
あった

地域人材を活かした子育て
HAPPY事業

1,421 0 生涯学習課

指標①
住み続けたいと回答した
割合（合計）

尾鷲市まちづくりに関するアンケート調査　これ
からもずっと尾鷲市に住み続けたいと答えた割
合

63.2 80.2 ％ 57.6 72% 政策調整課

指標②
住み続けたいと回答した
割合（１０代～５０代）

尾鷲市まちづくりに関するアンケート調査　これ
からもずっと尾鷲市に住み続けたいと答えた割
合

43.5 71.8 ％ 40.1 56% 政策調整課

指標③
住み続けたいと回答した
割合（６０代以上）

尾鷲市まちづくりに関するアンケート調査　これ
からもずっと尾鷲市に住み続けたいと答えた割
合

77.3 89 ％ 71 80% 政策調整課

指標①
健康体操等自主組織活
動実施回数

市主催の教室終了者による健康増進に係る自
主組織活動回数

78 100 回 48 48%

コロナ禍において人数制限、
回数制限を実施していたた
め。

地方創生に効果が
あった

0
③特に見直しをせず事
業を継続する

健康体操等の自主活動は定着しており、参加者数も安定して継続している
ため。

福祉保健課

指標②
肺がん検診受診率　※特
に受診率が低い検診

市が実施する肺がん検診受診率 2.1 6.8 ％ 3.7 54%
地方創生に効果が
あった

0
②事業内容の見直し
（改善）を行う（または、
行った）

がん検診については、事前予約制度の導入や受診勧奨通知を行うなど受
診率向上のための対策を講じている。今後も見直しを継続し、受診率向上
のための方法を検討する。

福祉保健課

指標③ 特定健診受診率 国の特定健診等市町受診率実施目標 41.9 60 ％ 42.1 70%
地方創生に効果が
あった

特定健診受診率向上事業 19,652 0
③特に見直しをせず事
業を継続する

令和4年度は、コロナ禍のため、令和.3年度より受診率が下がってしまった
が、今後も受診率を向上させるため事業を継続していく。

市民サービス課

指標① 多職種研修開催回数
医療や介護職等の連携を図ることを目的とする
研修会の開催回数

0 4 回/年 0 0%

コロナ禍により、研修会の開催
は困難であった 地方創生に効果が

なかった
広域連合事業 － 0 福祉保健課

指標②
ＡＣＰ住民公開講座開催
回数

ＡＣＰの普及啓発を目的とした市民講座の開催
回数

0 4 回/年 1 25%

コロナ禍により、市民向け講座
の開催は困難であった 地方創生に効果が

あった
広域連合事業 － 0 福祉保健課

指標① 介護予防教室参加者数
65歳以上の全ての人を対象とした介護予防活
動の参加者数

3,000 4,000
人

（年間延）
4,194 105%

地方創生に効果が
あった

地域支援事業（総合事業） 29,810 0 福祉保健課

指標②
スクエアステップリーダー
数

介護予防の為の運動支援ボランティアとして養
成された市民の人数

13 18 人 16 89%
地方創生に効果が
あった

地域支援事業（総合事業） 29,810 0 福祉保健課

指標③
認知症サポーター養成講
座受講者数

認知症の正しい知識を有し、支援できる人を養
成する講座の受講者数

2,533 3,700
人

（累計）
2,875 78%

地方創生に効果が
あった

認知症総合支援事業 7,198 0 福祉保健課

指標④ 担い手育成講座参加者数
生活支援ボランティアを育成する講座の参加者
数

109 200
人

（累計）
220 110%

地方創生に効果が
あった

生活支援体制整備事業 12,087 0 福祉保健課

指標⑤
生活支援ボランティア登
録者数

生活支援サービスを担う地域のボランティア登
録

0 25 人 14 56%
地方創生に効果が
あった

生活支援体制整備事業 12,087 0 福祉保健課

指標①
ふれあいバスの利用者満
足度

ふれあいバス利用者に対して行う満足度調査
の結果、0～5.00の5段階にて行う。

3.67 4.00 ポイント 3.74 94%
地方創生に効果が
あった

交通体系関係事務経費 63,332 0 政策調整課

指標② ふれあいバス収支率
ふれあいバス4路線の支出に対する収入の割合
を表したもの（収入÷支出）

14.5 21.6 ％ 14.27 66%
地方創生に効果が
あった

交通体系関係事務経費 63,332 0 政策調整課

指標① ふれあいバス利用者数 ふれあいバスの利用者数 47,351 56,000 人 51,526 92%
地方創生に効果が
あった

交通体系関係事務経費 63,332 0 政策調整課

指標②
ふれあいバスの観光拠点
での乗降客数

ふれあいバス「熊野古道センター前」「夢古道お
わせ前」バス停の年間乗降客数

5,112 5,800 人 4278 74%
地方創生に効果が
あった

交通体系関係事務経費 63,332 0 政策調整課

指標① 市内観光入込客数
三重県が推計する観光レクレーション入込客数
推計書に基づく市内入込客数

418,000 550,000 人 387,117 70%
地方創生に相当程
度効果があった

観光施設管理整備事業 25,913 0 商工観光課

指標② ツアー参加人数
熊野古道やまち歩きの体験メニューに食の魅力
を加えた着地型観光ツアー参加人数

31 70 人 115 164%
地方創生に相当程
度効果があった

観光振興事業 20,742 0 商工観光課

指標① 夢古道おわせ入込客数
尾鷲市地域資源活用総合交流施「夢古道おわ
せ」への入込客数

68 134 千人 50 37%

湯については、指定管理者が決
まるまでの2か月間の休館、レス
トランについては、開始まで6か
月間休館したため。

地方創生に効果が
あった

観光施設管理整備事業 25,913 0 商工観光課

指標②
維持保全活動の実施回
数（延べ）

地域観光資源・施設におけるボランティア活動
者との延べ維持保全活動

3 15 回 13 87%
地方創生に効果が
あった

観光施設管理整備事業 25,913 0 商工観光課

③ 高齢者福祉の推
進（第７次総計１－４
福祉②）

③特に見直しをせず事
業を継続する

医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者の増加が見込まれることから、
住み慣れた地域でいつまでも暮らし続けることが出来るよう、医療と介護の
連携をより一層推進するとともに、一人ひとりの在宅医療ニーズに適切に対
応できる体制の整備を進めることが必要であるため。

②事業内容の見直し
（改善）を行う（または、
行った）

従来のふれあいバス「八鬼山線」、「ハラソ線」を令和5年4月より、「九鬼・早
田線」、「北輪内線」、「南輪内線」の３路線化し、利便性の向上を図った。ま
た、ふれあいバス「尾鷲地区」についても、利便性の向上を図るため、空白
時間帯に増便するなど、令和６年４月からのダイヤ・ルート改正を目指す。

②事業内容の見直し
（改善）を行う（または、
行った）

③特に見直しをせず事
業を継続する

観光物産協会、東紀州地域振興公社、熊野古道センターなど関係団体とも
連携し、熊野古道やイベントなどの情報発信に加え、自転車による集客に
取り組んでいく。

②事業内容の見直し
（改善）を行う（または、
行った）

健康増進事業 20,933

ふれあいバスのダイヤに合わせたイベントを設定するなど、イベントとの相
乗効果も踏まえた公共交通の利用促進を図る。また、時刻表の見方やバス
の乗降方法を効果的に周知することにより、新たな利用者の掘り起こしを図
る。

コロナ禍以降、集客は6から7割程度まで戻ってきているが、完全に回復して
いないため、向井地区の事業者等とも連携したイベント実行委員会を立ち
上げ、定期的にイベントを行うことで集客に努めている。また、施設の老朽
化も目立ち始めており、順次修繕し気持ちよく来館していただけるよう努め
る。

４　ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的なまちを
つくる

（１）活力を生み、安
心な生活を実現する

環境の確保

⑤ 公共交通の利用
促進（第７次総計２－
２公共交通②）

⑥ 地域資源を活かし
た観光まちづくりの推
進（第７次総計３－５
観光・プロモーション
①）

④ 公共交通の確保・
維持改善（第７次総
計２－２公共交通①）

⑦ 観光施設の整備・
充実（第７次総計３－
５観光・プロモーション
②）

④ 生涯教育・生涯学
習活動の推進（第７
次総計４－２生涯教
育①）
子どもや親子を対象
とした体験学習の推
進（第７次総計４－２
生涯教育②）

② 地域包括ケアシス
テムの推進（第７次総

計１－４福祉①）

高齢者が住み慣れた地域でずっと暮らせるよう、公的なサービスと併せて、
地域での支え合いの仕組みづくりを進め、地域人材や地域資源を活用した
生活支援サービスやの充実や、健康づくりと介護予防を推進していく必要が
あるため。

③特に見直しをせず
事業を継続する

①事業が効果的であっ
たことから取組の追加
等更に発展させる

地域資源を活かした様々な体験・活動を通じて行う放課後の子どもたちの
居場所づくり事業であり、ふるさと教育の推進という点でも大変効果の高い
事業である。今後、より一層充実させるために、コーディネート機能の充実、
実行委員会主体の講座実施、実施主体の民間主導体制などの仕組みづく
りを進める。
また、国の方針に基づく放課後児童クラブとの一体化及び連携に向けた事
業展開を図るため、引き続き平日の放課後小学校敷地内で開催する「出前
講座」や、輪内地区における事業の実施に加え、子育て支援に係るニーズ
に応えるあため、新たな方法を、各関係機関等と協議・連携しながら進めて
いきたい。

① 健康づくりの支援
（第７次総計１－２健
康①）
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令和4年度　第２期尾鷲市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る事業実施結果報告　（重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

現状値
（R2）

目標値
（Ｒ8）

単位
実績値
（R4）

実績値/目
標値

記入担当課名

指標① 0 246 人 -28 -11% 政策調整課

指標② 1.58 1.82 人 1.58 87% 福祉保健課

重要業績評価指数
（KPI)

説明
現状値
基準値
（R2）

目標値
（Ｒ8）

単位
実績値
（R4）

実績値/
目標値

KPIの達成度が50％以下
の場合は、その理由

事業効果 事業名称
決算額
（千円）

地方創生
推進交付
金対象額
（千円）

今後の方針 今後の方針の理由

記入担当課名

KPIに影響する主な事業 実績値を踏まえた取組項目（小）の今後の方針について

≪総合的な指標≫

合計特殊出生率

尾鷲市人口の社会減少抑制数

重要業績評価指数
（KPI)

基本目標 取組項目（中） 取組項目（小）

重要業績評価指標（KPI）の現状値と目標値 実績値及び事業効果

指標① 熊野古道来訪者数
一般社団法人東紀州地域振興公社による熊野
古道来訪者数推計値

35 40 千人 41 103%
地方創生に相当程
度効果があった

熊野古道活用事業 1,894 0 商工観光課

指標② イベント参加者数
各イベントにおける主催者発表に基づく参加者
数

0.5 53 千人 52 98%
地方創生に効果が
あった

観光振興事業 20,742 0 商工観光課

指標①
尾鷲体験メニュー開催回
数

協同組合尾鷲観光物産協会が実施するクラフト
体験といった「尾鷲体験メニュー」開催数

10 15 回 15 100%
地方創生に効果が
あった

観光振興事業 20,742 1,400 商工観光課

指標②
尾鷲の観光情報のページ
ビュー数

尾鷲市公式ホームページにおける「尾鷲の観光
情報」のページビュー数

207,000 414,000 ビュー 212,178 51%
地方創生に効果が
あった

観光振興事業 20,742 0 商工観光課

指標① 教室数 スポーツ団体や市が実施する教室の回数 2 5 回 0 0%

新型コロナウィルス感染症の
影響により、開催を中止とし
たため

地方創生に効果が
なかった

スポーツ振興事業 5,863 0 生涯学習課

指標②
スポーツ団体による延べ
大会開催数

スポーツ団体が開催する大会の数 2 20 回 3 15%

新型コロナウィルス感染症の
影響により、開催を中止とし
たため

地方創生に効果が
なかった

スポーツ振興事業 5,863 0 生涯学習課

指標③ スポーツクラブ数 スポーツクラブの団体数 3 4 団体 2 50%

少子高齢化により、クラブ
数、団員数の減少 地方創生に効果が

なかった
スポーツ振興事業 5,863 0 生涯学習課

指標① 体験会・教室の開催 スポーツ団体が実施する体験会・教室の回数 3 5 回 1 20%

新型コロナウィルス感染症の
影響により、教室開催を中止
としたため

地方創生に効果が
なかった

スポーツ振興事業 5,863 0 生涯学習課

指標② スポーツ少年団数 スポーツ少年団の数 9 10 団体 10 100%
地方創生に効果が
あった

スポーツ振興事業 5,863 0 生涯学習課

指標③ スポーツ推進委員数 スポーツ推進委員の数 8 10 人 7 70%
地方創生に効果が
なかった

スポーツ振興事業 5,863 0 生涯学習課

指標① 世代間交流事業実施数 二世代・三世代が参加する交流事業の回数 0 3 回 0 0%

新型コロナウィルス感染症の
影響により、開催を中止とし
たため

地方創生に効果が
なかった

スポーツ振興事業 5,863 0 生涯学習課

指標② 地域間交流事業実施数 複数の市町が参加する大会や教室等の回数 0 3 回 0 0%

新型コロナウィルス感染症の
影響により、開催を中止とし
たため

地方創生に効果が
なかった

スポーツ振興事業 5,863 0 生涯学習課

指標①
歴史文化に関する教室、
講座の延べ開催数

歴史文化に関する教室、講座を開催する回数 1 3 回 7 233%
地方創生に効果が
あった

公民館事業（公民館活動経
費）

35 0 生涯学習課

指標② 企画展示の開催数 歴史文化に関する企画展示を開催する回数 2 2 回 2 100%
地方創生に効果が
あった

郷土室保存運営事業 1,380 0 生涯学習課

指標③
文化財の調査、パトロー
ルの実施数

文化財の調査、パトロールを実施する回数 6 7 回 8 114%
地方創生に効果が
あった

文化財一般保護事業 212 0 生涯学習課

指標①
社会教育関係団体等の
認定数

社会教育関係団体等として認定した団体数 61 65 団体 72 111%
地方創生に効果が
あった

社会教育一般事務費 0 0 生涯学習課

指標②
中央公民館ロビー展、文
化展等の開催数

中央公民館で開催したロビー展、文化展等の回
数

10 15 回 13 87%
地方創生に効果が
あった

公民館事業（公民館活動経
費）

0 0 生涯学習課

⑮ ＤⅩの推進（第７
次総計５－１行政運
営⑤）

指標①
庁内での新しいＤＸの取り
組み数

RPAやオンライン手続きなどのうち、新たに導入
したDXの取り組みの累計数

0 3 件 0 0%

庁内の組織体制の整備に向
け準備中のため 地方創生に効果が

なかった
情報化推進事業 61,797 0

②事業内容の見直し
（改善）を行う（また
は、行った）

令和5年4月より政策調整課内に「デジタル推進係」を新設し、本市のＤＸ推
進の基本方針と、それに基づく実施計画の策定に向け検討を進めている。

政策調整課

新型コロナウィルス感染症の影響により、各団体とも活動自体も減少してい
たが、以前のような活動に戻りつつあるが、少子高齢化の中、いかにスポー
ツ人口増の取り組みをしていくか検討する。

②事業内容の見直し
（改善）を行う（または、
行った）

本市の文化財について、関係団体等と連携し、調査、パトロール、文化財所
有者の支援等により、適切な保存・管理を実施する。
また、文化財のリスト化、貴重な文化財や諸資料の保存・管理・調査も引き
続き実施し、市民に分かりやすい方法で周知し、資料を次世代に継承して
いく。

②事業内容の見直し
（改善）を行う（または、
行った）

高齢化等のため、活動の継続が困難になる社会教育関係団体も少なくない
ことから、団体のリスト化やロビー展への出展を呼びかけ、活動内容を広く
市民へ周知することにより、団体活動の活性化を図っていく。。

③特に見直しをせず事
業を継続する

新型コロナウィルス感染症の影響により、各団体とも活動自体も減少してい
たが、以前のような活動に戻りつつあるが、少子高齢化の中、いかにスポー
ツ人口増の取り組みをしていくか検討する。

③特に見直しをせず事
業を継続する

新型コロナウィルス感染症の影響により、各団体とも活動自体も減少してい
たが、以前のような活動に戻りつつあるが、少子高齢化の中、いかにスポー
ツ人口増の取り組みをしていくか検討する。

③特に見直しをせず事
業を継続する

これまで東紀州の市町、東紀州地域振興公社との事業連携により、熊野古
道の共通仕様のインバウンドにも対応した道標整備を行ってきた。道標だけ
ではなく引き続き連携した事業実施に努める。熊野古道世界遺産登録20周
年事業として、生涯学習課と連携したシンポジウム開催に努める。

③特に見直しをせず事
業を継続する

尾鷲ならではの地域資源を活かした体験メニューとして、熊野古道を活用し
た体験や傘づくりなどニーズに合った体験メニューの実施に努める。

⑨ 観光プロモーショ
ンの推進（第７次総計
３－５観光・プロモー
ション④）

⑧ 新しい生活様式対
応した観光客・インバ
ウンドの誘客促進（第
７次総計３－５観光・
プロモーション③）

⑬ 地域の歴史文化
の継承（第７次総計４
－４郷土文化・歴史
①）

⑭ 文化・芸術活動の
支援（第７次総計４－
４郷土文化・歴史②）
文化施設の有効活用
（第７次総計４－４郷
土文化・歴史③）

⑩ 生涯スポーツの推
進（第７次総計４－３
スポーツ①）

⑪ 競技スポーツの振
興（第７次総計４－３
スポーツ②）

⑫ スポーツを通した
交流の促進（第７次
総計４－３スポーツ
④）

③特に見直しをせず事
業を継続する
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